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　安否確認に役立てる観点から、本事業の指標設定
を配食サービスの年度末における利用者（登録者）
数としました。

指標名
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目
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○利用者は、配食又はチケットによる利用のどちらかを選択し、サービスを受けます。(※調理、配達等は、民間事業者に委託)
①配食サービス：月曜から日曜日（週7日）のうち、7回まで昼食用弁当を配食し、食事代679円のうち300円（平成28年10月以降は400円）を利用者が毎回配達
 業者に手渡します。なお、残りの経費379円（平成28年10月以降は279円）は市が負担します。
　（※配食サービスについては、24年度より委託事業所数を2社から3社へ、また食事内容についても普通食以外の介護食に対応できる事業所を1社追加、
　　　並びに利用回数（日数）についても週5日から週7日へとサービスの内容を拡充。）
②チケットサービス：市総合福祉センター内・十四山総合福祉センター内（平成29年度から追加）にある喫茶室において利用できるチケットを交付（1年分）しま
す。
　なお、1日に利用できる枚数は1枚（200円分）で、ひと月あたりでは5枚×200円（1,000円分）が利用の限度です。
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　高齢者等の引きこもり防止に役立てる観点から、
本事業の指標設定をチケットサービスの年度末にお
ける利用者数としました。
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12,573

配食サービス利用者数

課名

総合計画 １ 該当

２ 非該当

３ 健やかでやさしいやとみ

高齢者支援の充実施策項目

主要施策
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人
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0

事業区分
１ ソフト事業

２ 施設の建設

３ 整備事業

４ 経常的事務事業

グループ介護高齢課

５ 施設の管理運営

平成31年6月20日

シート作成者名担当課長名 藤井　清和

平成

公的関与

事業運営方法

事務事業名 給食サービス事業

高齢福祉

細事務事業名 給食サービス事業

田畑　由美子

シート作成日

１ 直営

政策目標

２ 一部委託

実施計画

３ 全部委託

４ 補助等

事業の開始・終了

期間設定なし

Ｄ
Ｏ

民生費 老人福祉費

千円

千円

個別計画
根拠法令等 弥富市給食サービス事業実施要綱

介護保険事業計画・高齢者福祉計画

高齢者福祉サービス等の提供

事業の
目的

対象（誰を・何を） 意図（どういう状態にしたいのか）

（１）高齢者のみの世帯

（２）重度の障害者のみの世帯

（３）高齢者と重度の障害者のみの世帯

①配食サービス：自宅に食事（昼食用弁当）を届けることにより、在宅生活の支援を行います。
　　　　　　　　　　 また、昼食用弁当を手渡しすることにより安否確認にもつなげます。
②チケットサービス：市総合福祉センター内・十四山総合福祉センター内にある喫茶室において利用できるチケット
　　　　　　　　　　　　　を交付することにより、外出の機会を増やし、高齢者等のひきこもり防止に役立てます。
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ひとり暮らしの高齢者が今後ますます増加していくと推計されます。配食サービス
の自己負担分のあり方（弁当代と配達代）を検討する必要があります。

二次評価での指摘事項（部長の総括意見）

近隣市町村の事業を参考にして、臨機応変に対応でき低価格に食事提供できる
よう事業者と調整する必要があります。

縮小 統合/終期設定

民間委託等

達成度
4

効率性
3 Ａ

方法改善

総合評価必要性 有効性

配食サービス弁当が必要とする人に少しでも安く提供できないか検討する必要が
あります。

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

拡大・充実

統合/終期設定

方法改善

廃止/休止

評価点

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4 4

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

達成度有効性
4

民間委託等

効率性 総合評価

現状維持
4Ａ

拡大・充実

二次評価

在宅高齢者等には必要なサービ
スと考えますが、利用者の生活
状況の変化が著しいため業者と
の連絡方法を考える必要が有る
と思われます。

現状維持
44

１．効果に比べてコストが高い。

必
要
性

効
率
性

３．目標設定に対して概ね目標を達成している。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っている。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていない。

有
効
性

達
成
度

チェック項目 一次評価

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

４．目標設定に対して十分に目標を達成している。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられる。または、近隣自治体と比較して
　　ニーズを上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は少ない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性がない。

利用者数は昨年度よりやや増加
していて、希望する高齢者が増
えていると考えます。

二次評価

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価

必要性

備考

課題解決
のための
改善計画

廃止/休止

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

一次評価の説明
ひとり暮らし高齢者等に定期的
に食事を届けることにより、対象
高齢者の孤立を防ぎ、地域の見
守り意識を向上させることを目的
とする事業のため必要です。

孤立しがちな高齢者等の安否確
認と栄養補給を兼ねた本事業の
必要性は、ますます高まるものと
考えます。

 目標に比べて劣っている 

 あまり上がっていない 
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 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 はい  いいえ 

 目標に比べて劣っている 

 あまり上がっていない 

 概ね達成している 

 十分達成している  
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